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合理的配慮指針に係る今後の主な論点

３ 「合理的配慮の内容」について

○ 必要とされる合理的配慮とはどのようなものか。

＜第１回から第４回までの意見＞

【合理的配慮の内容】

○ 合理的配慮については、事例を基に企業でもできるのではないかと思っていただく

ために、事例をしっかり挙げていくことが大切。【日身連】

○ 多くの具体的な事例を集めて、職場への障害の理解を促すべき。【脳外傷友の会】

○ 指針に合理的配慮の具体的事例を数多く並べることになれば、企業はそれを必ず実

現すべき義務内容と誤解する恐れがある。合理的配慮の具体的な事例を明記するとし

ても、中小事業主を含め、障害者雇用に当たって数多く取り組まれている施策内容が

合理的配慮であることを周知することが必要。【経団連】

〇 合理的配慮により事業主が大きな負担を負うことになれば、かえって障害者の雇用

が進まなくなることが懸念される。【経団連、日商】

○ 障害の特性によって合理的配慮に対する要求も多種多様であることが想定され、個

別具体的な事例の列挙により、個々の企業（特に中小企業）の負担となることも予想

されるため、指針の作成に当たってはこれらの点に配慮すべき。【中央会】

○ 中小企業を含む全ての企業に対し、特例子会社で実施しているような先進的なモデ

ル性のある配慮を求められると、企業によっては対応できないところもあるため、ハ

ードルが高い具体例を列挙すべきでない。【中央会】

○ 指針では、現行、多くの障害者雇用の現場で定着しているもの、必要最小限の内容

を示すことが肝要。【日商】

○ 様々な障がいの特性（症状）や職場において配慮すべき点についても記載すべき。

【連合】

※ヒアリングで示された具体例については別紙１参照
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○ 職場における支障等を改善するために必要な措置が合理的配慮と位置付けられる。

○ その上で、合理的配慮の内容に関する理解を促進する観点から、障害者雇用に取り

組んでいる事業主が行っている配慮事例（別紙２）を参考に、多くの事業主が対応で

きると考えられる措置を事例として指針に記載することとしてはどうか。

○ 具体的には、別紙３の内容を指針に記載してはどうか。

○ なお、合理的配慮は個々の労働者の障害や職場の状況に応じて提供されるものであ

り、多様かつ個別性が高いものであることを踏まえ、指針に記載された事例はあくま

でも例示であり、あらゆる企業が必ず実施すべきものではないこと及び指針に記載さ

れている事例以外であっても合理的配慮に該当するものがあることを指針に記載して

はどうか。
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４ 「過重な負担」について

○ 過重な負担の判断要素は何か。

＜第１回から第４回までの意見＞

○ 「過重な負担」の判断は、誰がどのように行うかを明記すべき。【ろうあ連盟】

○ 合理的配慮に係る経済的支援を受けてもなお過度の負担であることを主張できるか

どうかの検討が必要であることを確認した上、①業務の内容や公共性、財政的なコス

ト面からの判断、②合理的配慮の提供により業務遂行に著しい支障が生じるのか、提

供される機会やサービス等の本質が損なわれるかどうかについて等を判断要素と考え

ることが妥当。【日身連】

○ 企業の規模、業績、企業側の事情に加え、その当該配慮がどのくらい不可欠なのか

という、不可欠性も加味して判断すべき。【日盲連】

○ 企業規模（売り上げや資本金など）。【育成会】

○ 例示として、①企業規模、②企業の財政状況、③業種、④事業所や施設等の地域

性・立地状況、⑤障害者の雇用実績、⑥合理的配慮の取組み状況（事業所ごとの対応

状況を含む）、⑦合理的配慮に対する経済的な公的支援の有無や内容、⑧健康配慮義

務を含む労務管理上の必要性、⑨職務遂行への影響、⑩企業の経営方針などを総合的

に勘案しながら、事業主が個別に判断すべき。【経団連、日商】

○ 合理的配慮の提供に要する事業主の負担と、合理的配慮に伴って期待される成果と

を比較衡量して判断することも必要。【経団連】

○ 合理的配慮の提供は障害者との相談後に行うものであることから、目的の正当性、

職務遂行上の必要性、実現可能性（技術的な困難度・対応の容易さ、優先度合い）、

社内の秩序・規律への影響度合いなど、合理性の判断が求められ、その上で、過重な

負担となる場合、事業主は提供義務を負わないことを明記すべき。【経団連】

○ 企業規模、財政状況、職場環境、業種特性、事務所や工場等の構造やそれらが自己

所有か賃貸か。【中央会】

○ 企業規模や企業施設の所有形態（賃貸）等、企業経営に与える影響を踏まえて個別

に判断されるもの。【連合】
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〇 過重な負担を判断する要素としては以下のものがあるのではないか。

① 事業運営への支障の程度

→ 当該措置を講ずることによるその企業の事業運営への支障の程度が過重な負

担の判断要素となる。

② 実現可能性

→ 事業所の立地状況等により当該措置を提供するための機器や人材を確保す

ることが可能かどうかが過重な負担の判断要素となる。

③ 企業規模

→ 当該企業の企業規模が過重な負担の判断要素となる。

④ 企業の経営状況

→ 当該企業の経営状況が過重な負担の判断要素となる。

⑤ 費用・負担の程度

→ 費用・負担の程度が過重な負担の判断要素となる。

⑥ 公的支援の有無

→ ②⑤については、公的支援を利用できる場合はその利用を前提とした上で

の判断となる。

〇 以上を踏まえ、過重な負担については、

事業運営への支障の程度

実現可能性

企業規模

企業の経営状況

費用・負担の程度

公的支援の有無

を総合的に勘案しながら、事業主が個別に判断することを指針に記載してはどうか。


